
 

令和４年２月２２日に第１３０回組合会が開催され、令和３年度の変更事業計画及

び予算並びに令和４年度事業計画及び予算が議決されました。 

令和４年度については、１０月より短時間勤務職員に対する共済制度の適用範囲

が拡大され新たに短期組合員（短期給付・福祉事業のみ適用）が加入することから、

約１０，０００人の方が組合員資格を取得される予定となっております。 

 

保健事業について 

令和４年４月から次の３点の見直しを行います。 

① 人間ドックの助成額が１８，０００円から１５，０００円へ引き下げとなります。 

② 保養所利用助成額が２，５００円から１，５００円へ引き下げとなります。 

利用券の配布枚数割合については、本島内所属所は、一人当たり１．５枚から２枚に、離

島所属所は一人当たり３枚から４枚へ変更します。 

③ スポーツ施設利用助成額を５００円から４００円へ引き下げ、利用できる対象者

が組合員のみとなります。 

 

●総括事項                                               

 

◆地方公共団体の数 

 

 

 

◆組合員数及び被扶養者数等                         

  

令和４年度 事業計画概況について 

市 町 村 一部事務組合等 計

11 11 19 26 67

令和4年度末推計（単位：人）

区　　　分 組合員数 被扶養者数 扶養率
（組合員1人当り）

一  般  組 合 員 12,342 14,193 1.15

（うち特別職） (85) (78) 0.92

短期組合員 10,079 3,584 0.36

市町村長組合員 41 50 1.23

特定消防組合員 1,590 3,005 1.89

長期組合員（特別職） 0 0 -

後期高齢者等
短期組合員

0 0 -

市町村長長期組合員 0 0 -

船員一般組合員 102 182 1.78

船員短期組合員 15 10 0.67

継続長期組合員 3 0 -

小　計 24,172 21,024 0.87

任意継続組合員 112 90 0.80

合　計 24,284 21,114 0.87



◆令和４年度の財源率等一覧表 

 

 

※令和４年１０月からの短期組合員（短時間勤務職員）の財源率等については、４月

中旬にお知らせします。 

 

●短期経理                                               

短期経理は、組合員の掛金と地方公共団体の負担金を主な収入として、組合員と

その被扶養者が病気やケガをしたときの医療費の支払いや、育児・介護の休業及び

災害などに対して必要な給付を行う「短期給付」や、高齢者医療制度（後期高齢者支

援金や前期高齢者納付金等）の「特定保険料」等を負担しています。 

令和４年度の収入については、１０月から短期組合員の加入により、掛金・負担金

の基になる給与総額の増加が見込まれています。支出については、医療給付の増加

もありますが、高齢者医療に関する支援金等の減少が見込まれるため、財源率を１０．

０８‰引き下げております。しかし、前年度に引き続き調整基準率（４７‰）を超える厳

しい財源率となっています。 

短期給付事業の安定的運営を確保するため、全国市町村職員共済組合連合会か

らの調整交付金並びに特別調整交付金の対象組合として交付金を受けての厳しい

財政運営となります。 

今年度も引き続き医療費の抑制に努めるため、増高要因の分析やレセプトの内容

令和４年度　財源率等一覧表（見込み）

・

・

・

・

・

※

※

産休者及び育休者免除

150 万円 (支給月ごと)

‰ ( 介護分を含む最高月額 ) 標準期末
手当等の額

短期(介護・保健含む) 573 万円 (年度累計額)

特 定 健 診 負 担 金 170 円 　×　（令和4年4月1日の短期適用組合員人数） 　・・・　 担当：保健課   9月末納付 厚年・退職等・経過的長期

任 意 継 続 掛 金 360,000 円（ 令和3年9月30日平均標準報酬月額 ） × 117.965

恩 給 条 例 払 込 金 　 前年度給付額 　×　 （ 前年度当該市町村標準報酬月額　 ／　 前年度標準報酬月額総額 ） 退職等・経過的長期
　　　65　万円

（9.8万～65万円の31等級）

13.2 ‰

最高
限度額

標準報酬
月額

短期(介護・保健含む)
     139　万円

（9.8万～139万円の46等級）

厚生年金保険
　　　65　万円

（8.8万～65万円の32等級）

追 加 費 用

厚 生 年 金 分 ： 令和4年4月1日の標準報酬月額(退職等) × 12か月 × 12.1 ‰
計

経過的長期分

（派遣先） （派遣先） （派遣先）
（所属所）

7.5
7.5 0.1105

4月　  990円
5月～  950円

3.6
退 職 派 遣 91.5

91.5 41.6

在 職 派 遣 47.525

： 令和4年4月1日の標準報酬月額(退職等) × 12か月 × 1.1 ‰

（派遣先） （所属所）

7.5
7.5

（所属所） （派遣先）

52.44 0.1 0.06
9.0 （派遣先）（派遣先） （所属所） （所属所） （派遣先） （派遣先）

9.0
91.5

91.5 41.6

1.89
4月　  990円
5月～  950円 3.6

（職員団体） （職員団体） （職員団体）
（所属所）

0.1105
1.89

1.89 4月　  990円
5月～  950円

3.6
（派遣先） （派遣先）

（所属所）

1.89

54.88

専 従 職 員 47.525 52.44 0.1 0.06
（職員団体） （職員団体） （所属所）

9.0 9.0 91.5 91.5 41.6 7.5
（職員団体） （職員団体） （所属所）

7.5 1.89

7.5

特 定 消 防

市 町 村 長

特 別 職

会計年度任用職員

船 員 50.0

7.5 0.1105

（単位：千分率）

区　別 短　期
介　護

（４０～６４歳）
厚生年金保険

（７０歳到達まで）
退職等年金

経過的
長期

保　健 業　務

子ども
子育て
拠出金

組合員
保険料

所属所
負担分

一 般 職

47.525 52.44
0.1 0.06

掛　金 負担金 負担金 掛　金 負担金
事務費

１人当たり
の 月 額

1.89
4月　  990円
5月～  950円9.0 9.0 91.5 91.5 41.6

組合員
種　別

掛　金 負担金
財調

負担金
公的

負担金
掛　金 負担金

保険料率
基礎年金
負担金



審査の強化、所属所への訪問懇談会、ジェネリック医薬品の普及促進など、医療給

付費の適正化を図っていくこととしております。   

これからも、組合員や家族の皆様には、日ごろからの健康管理と適正受診になお

一層の関心をもっていただき、医療費の抑制にご協力をお願いいたします。 

 

◆収支計画 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円、％）

区分 金　額 割　合

8,234,326 74.82

959,094 8.72

406,286 3.69

109,309 0.99

543,075 4.93

73,074 0.66

679,818 6.18

11,004,982 100.00

5,335,505 45.06

2,051,379 17.33

1,776,929 15.01

7 0.00

49 0.00

962,985 8.13

116,032 0.98

394,119 3.33

393,785 3.33

807,488 6.82

11,838,278 100.00

短期 △ 835,405 -

介護 2,109 -
差引本年度損益金

収
　
入

支
　
出

高額医療交付金

育児・介護休業手当金交付金

その他

前年度繰越支払準備金

計

給付金

前期高齢者納付金

退職者給付拠出金

介護納付金

計

連合会払込金・拠出金

育児・介護休業手当金拠出金

その他

次年度繰越支払準備金

科　　目

掛金・負担金

介護掛金・負担金

調整・特別調整交付金

後期高齢者拠出金

病床転換支援金



◆短期給付財源率及び介護保険財源率 

令和４年度の短期給付の財源率は、掛金・負担金あわせて、現行の 114.96‰から

10.08‰引き下げて 104.88‰になりました。 

介護保険の財源率については、介護納付金の増加に伴い、収支均衡を図るよう介

護財源率を現行の 17.08‰から 0.92‰引き上げて 18.00‰になりました。 

 

短期給付財源率 標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合 

       令和４年度                         （単位：‰） 

区 分 掛 金 負担金 

一般組合員 

短期組合員 

市町村長組合員 

特定消防組合員 

47.525 52.44 

船員一般組合員 

船員短期組合員 
50.00 54.88 

長期組合員 2.35 2.35 

後期高齢者等短期組合員 2.35 2.35 

市町村長長期組合員 2.35 2.35 

任意継続組合員 99.965 － 

 

 

介護保険財源率 標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合  

       令和４年度                         （単位：‰） 

区 分 掛 金 負担金 

一般組合員 

短期組合員 

市町村長組合員 

特定消防組合員 

9.00 9.00 

船員一般組合員 

船員短期組合員 
9.00 9.00 

任意継続組合員 18.00 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



●厚生年金保険経理                                        

被用者年金の一元化により、平成 27 年 10 月から厚生年金に加入したことにより、

新たに創設された経理です。 

全国市町村職員共済組合連合会による年金業務の一元的処理により、掛金・負担

金を収納し、収納金を連合会へ払い込む経理となっています。 

 

◆収支計画 

●退職等年金経理                                          

被用者年金制度の一元化に伴い、平成 27 年 10 月から創設された経理です。 

これまでの職域部分は廃止されることとなりましたが、被用者年金一元化法の附

則において、職域部分の廃止と同時に新たな公務員制度として年金給付の制度（年

金払い退職給付）を設けることとされました。 

 

◆収支計画 

 

 

 

（単位：千円、％）

区分 科　　目 金　　額 割　　合

負　　担　　金 567,509 50.00

掛　　　　　　金 567,509 50.00

計 1,135,018 100.00

負担金払込金 567,509 50.00

掛 金 払 込 金 567,509 50.00

計 1,135,018 100.00

0 -

収
入

支
出

差引本年度損益金

（単位：千円、％）

区分 科　　　目 金　　額 割　　合

負　 　  担　　　金 10,840,863 61.08

組 合 員 保 険 料 6,906,442 38.92

計 17,747,305 100.00

負 担 金 払 込 金 10,840,863 61.08

組合員保険料払込金 6,906,442 38.92

計 17,747,305 100.00

0 -

収
入

支
出

差引本年度損益金



●経過的長期経理                                          

被用者年金制度の一元化に伴い、平成 27 年 10 月から創設された経理です。 

既裁定の公務障害、公務遺族年金等の給付に係る経理となっています。 

 

◆収支計画 

●退職等年金預託金管理経理                                   

この経理は、貸付事業に係る財源として全国市町村職員共済組合連合会の退職

等年金経理の資金を活用できることとされたことから創設された経理です。 

平成 30 年 4 月から創設され、組合員貸付金の資金として、管理運用されます。 

 

◆収支計画 

●経過的長期預託金管理経理                                   

被用者年金制度の一元化に伴い、平成 27 年 10 月から創設された経理で、全国市

町村職員共済組合連合会から長期給付積立金の一部について預託を受け、縁故地

方債の引受け（現在は償還のみ）の資金として、管理運用しています。 

 

◆収支計画 

（単位：千円、％）

区分 科　　目 金　　額 割　　合

負　 　担　　金 78,839 100.00

計 78,839 100.00

負担金払込金 78,839 100.00

計 78,839 100.00

0 -

収
入

支
出

差引本年度損益金

（単位：千円、％）

区分 科　　目 金　　額 割　　合

利息及び配当金 11,455 100.00

計 11,455 100.00

支　払　利　息 11,455 100.00

計 11,455 100.00

0 -

収
入

支
出

差引本年度損益金

（単位：千円、％）

区分 科　　目 金　　額 割　　合

利息及び配当金 44 100.00

計 44 100.00

支払利息 44 100.00

計 44 100.00

0 -

収
入

支
出

差引本年度損益金



●業務経理                                               

この経理は、短期給付事業、長期給付事業の事務に要する費用を賄う経理で、所

属所からの負担金、短期経理からの繰入金及び全国市町村職員共済組合連合会か

らの連合会交付金が主な収入となっています。 

 

◆事務費負担金の額（1 人当り） 

◆収支計画 

 

 

 

（単位：円）

組合員1人当り年額

13,443

11,440

　地方公共団体負担金のうち
　短期給付相当分

(A) 6,360

(B) 2,170

(C) 4,294

(D) 619

事務費合計  （A）＋（B）＋（C）＋（D）

区　　　分

内
　
訳

　短期経理からの繰入金　　　

　連合会交付金
　〔長期給付相当分〕

　その他　　　　　　

　地方公共団体負担金（総額）

（単位：千円、％）

区分 金　　額 割　　合

160,857 61.98

68,153 26.26

11 0.00

30,498 11.75

20 0.01

259,539 100.00

220 0.08

110,164 41.07

6,020 2.24

17,910 6.68

71,430 26.63

62,494 23.30

268,238 100.00

△ 8,699 -差引本年度損益金

事　  　  　務　　 　 費

事務費負担金払込金

そ　 　　　の　　 　　他

計

科　　　目

負　　　 　担　　　　金

連  合  会  交  付 金

利 息 及 び 配 当 金

支
　
出

旅　　　   　　　　　　費

職　 　員　 　給 　　与

収
　
入 短期経理より繰入金

そ　　　　の　　　　他

計

役　 　員　 　報　 　酬



●保健経理                                               

保健経理は、組合員とその家族の福利厚生や健康の保持増進及び疾病の早期発

見、早期治療へとつながるような各種の助成事業などを行う経理です。 

近年、医療費が増大し、短期給付財源が逼迫していることから、医療費増高対策

に対する取り組みが最も重要な課題となっています。 

平成 30 年度から令和 5 年度までの 6 年間「第 2 期データヘルス計画」及び「第 3

期特定健康診査等実施計画」が実施されます。この計画を基に、ＰＤＣＡサイクルで

効率的・効果的に保健事業の実施に努め、事業運営にあたっては費用対効果の面

でも重視します。 

計画の主な健康課題として「特定健診・特定保健指導の実施率」、「重症化予防」、

「喫煙」、「肥満」の四つの課題に対し保健事業等によって対策を講じ、組合員とその

家族の健康保持・増進のため事業推進に努めてまいります。 

 

保健経理の財源率 標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合  

令和４年度                               （単位：‰） 

区 分 掛金 負担金 

一般組合員 

短期組合員 

市町村長組合員 

特定消防組合員 

1.89 1.89 

船員一般組合員 

船員短期組合員 
1.89 1.89 

長期組合員 

後期高齢者等短期組合員 
1.89 1.89 

市町村長長期組合員 1.89 1.89 

 

 

◆収支計画 
（単位：千円、％）

区分 金　　額 割　　合

313,687 97.20

9,000 2.79

20 0.01

322,707 100.00

26,179 6.98

294,295 78.47

24,500 6.53

2,640 0.70

6,322 1.69

21,129 5.63

375,065 100.00

△ 52,358 -

科　　目

掛 金 ・ 負 担 金

保  険  手  数 料

職    員    給    与

厚       生       費

差引本年度損益金

収
　
　
入

支
　
　
出

利息及び配当金

計

そ       の       他

計

特定健康診査等費

旅                 費

事       務       費



◆令和４年度 保健事業の概要 

（単位：千円、人）

区分 科　　　目 前年度予算額 令和4年度予算額

組合員 10,570人

配偶者 1,170人

胃検診助成 200 262 130人

婦人ガン検診助成 15,500 20,237 2,380人

大腸ガン検診助成 200 262 260人

鍼灸・指圧助成 5,500 7,181 1,200人

脳ドック検診助成 19,000 24,807 990人

PET検診助成 6,000 7,834 170人

依存治療助成 70 92 禁煙治療の助成

メンタル相談室 1,700 2,220

ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ予防接種助成 4,000 5,223

計 221,170 244,248

保養所利用助成 29,000 33,041

計 29,000 33,041

スポーツ大会利用助成 2,000 2,612

スポーツ施設利用助成 11,000 11,490

計 13,000 14,102

保健パンフ 100 131

健康管理者等図書配布 500 653

計 600 784

共済講座 1,000 1,306

安全衛生管理者講座 600 784

計 1,600 2,090

30 30 職員厚生費

265,400 294,295

特定健康診査 3,500 3,500

特定保健指導 19,500 19,500

その他 1,500 1,500

24,500 24,500

289,900 318,795

概　　　要

体
育
関
係

広
報
関
係

保
健
関
係

組合員及び被扶養者が保養のため指定保養所を利
用した場合に助成

組合員がｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ予防接種を受けた際、年度内1回
限り1,000円を助成する

総合検診助成 169,000 176,130

所属所の安全・衛生管理者対象

運動を通じて健康づくりを行うことを目的とし助成

カウンセラー派遣

健康講座

合　　　計

保
養

関
係

小　　　計

小　　　計

特
定
健
診
保
健
指
導

その他

講
座
関
係

40歳以上75歳未満の組合員及び被扶養者に対し、
生活習慣病に関する健康診査を実施する

特定健康診査の結果により健康の保持に努める必要
がある者に対し、食生活・運動に関する保健指導を実
施する

特定健康診査・特定保健指導の推進及び啓蒙活動
生活習慣病の高リスクの受診勧奨や生活改善指導

各所属所の安全・衛生管理担当者に対する各分野の
専門家による講演等



●貯金経理                                               

この経理は、皆さまからお預かりした積立金を安全かつ効率的に運用し、その収益

を還元するとともに組合員の財産の形成と生活設計に寄与することを目的とした経理

です。金利情勢は依然として低迷が続いておりますが、日本銀行がマイナス金利政

策を導入した影響で、今後の資金運用先の確保が非常に難しくなっており、共済貯金

の残高も増えることが予想されます。 

 

◆収支計画 

◆貯金概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円、人、％）

科　　目 令和３年度末見込 令和４年度末推計 比較増減

貯 　　金　  額 18,698,110 19,819,996 1,121,886

貯  金  者  数 6,544 7,154 610

1人当たり貯金額 2,857 2,770 △ 87

組合員加入率 47.33 29.60 △ 17.73

支  払  利  率 0.60 0.60 0.00

（単位：千円、％）

区分 金　　額 割　　合

182,136 100.00

0 0.00

182,136 100.00

20,263 13.89

520 0.36

4,049 2.78

112,275 76.98

8,741 5.99

145,848 100.00

36,288 -

科　　目

利息及び配当金

支   払   利   息

差引本年度損益金

収
 

入

支
　
出

計

職   員   給   与

旅               費

事      務      費

そ      の      他

計

有価証券売却益



●貸付経理                                               

この経理は、組合員の皆さまが住宅建設あるいはご家族の入学・修学・医療等に

費用が必要となったときに貸付を行い、組合員の生活の安定を図ることを目的とした

経理です。 

 

◆令和４年度の貸付利率 

◆収支計画 

◆貸付金の配分計画 

普通・特別・住宅貸付 災害貸付 在宅介護対応住宅貸付

1.26% 0.93% 1.00%

（単位：千円、％）

区分 金　　額 割　　合

18,629 99.21

148 0.79

18,777 100.00

7,312 34.94

100 0.48

231 1.10

11,453 54.72

1,834 8.76

20,930 100.00

△ 2,153 -

科　　目

組合員貸付利息

支　 払　 利 　息

差引本年度損益金

収
 

入

支
 

出

計

職 　員　 給 　与

旅　 　　　　　　費

事　　　務　　　費

そ　　　の　　　他

計

そ　　　の　　　他

（単位：件、千円、％）

件数Ａ 金額Ｂ 割合 件数Ｃ 金額Ｄ 割合
件数

（Ｃ-Ａ）
金額

（Ｄ－Ｂ）
割合

423 295,243 19.54 411 300,982 20.63 △ 12 5,739 1.09

397 1,089,375 72.09 360 1,032,700 70.77 △ 37 △ 56,675 △ 1.31

家 　財 0 0 0.00 0 0 0.00 0 0 0.00

住　 宅 1 2,655 0.18 1 2,552 0.17 0 △ 103 △ 0.01

再貸付 0 0 0.00 0 0 0.00 0 0 0.00

計 1 2,655 0.18 1 2,552 0.17 0 △ 103 △ 0.01

医 　療 5 1,636 0.11 2 1,940 0.13 △ 3 304 0.02

入 　学 57 33,078 2.19 55 32,688 2.24 △ 2 △ 390 0.05

修 　学 92 43,671 2.88 98 49,894 3.42 6 6,223 0.54

結　 婚 22 13,187 0.87 19 11,197 0.77 △ 3 △ 1,990 △ 0.10

葬 　祭 1 968 0.06 1 810 0.06 0 △ 158 0.00

計 177 92,540 6.11 175 96,529 6.62 △ 2 3,989 0.51

27 31,390 2.08 25 26,394 1.81 △ 2 △ 4,996 △ 0.27

0 0 0.00 0 0 0.00 0 0 0.00

0 0 0.00 0 0 0.00 0 0 0.00

1,025 1,511,203 100.00 972 1,459,157 100.00 △ 53 △ 52,046 -　合　　計

特
別
貸
付

高 額 医 療 貸  付

出  産  費   貸  付

令和４年度末貸付金推計 比　　　較

在宅介護対応住宅貸付

普通貸付

住宅貸付

災
害
貸
付

種　　　類
令和３年度末貸付金見込


